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二次電池の技術革新と評価計測技術 

―グローバルスタンダード化を支えるビジネスモデルと企業理念― 

The technical innovation for the rechargeable battery and the measurement technologies 

- The philosophy and the business model of the company creating the global standards - 
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要 旨：携帯機器、ハイブリッド自動車や電気自動車などの低公害車、省エネルギー産業や宇宙航空産

業などの機器の心臓として欠かすことの出来ない二次電池の技術革新の歴史と今後の見通しを解析する

とともに、リチウムイオン二次電池の創成期から性能や安全性の評価計測技術を提供してきた東洋シス

テムの歴史と強みを分析した。 

 

Abstract：The secondary batteries are heart of all equipment, such as the mobile devices, the green vehicles, 

and the devices for the sustainability of the earth in energy industry and aerospace industry.  Through the 

review of the technological innovation, we will see the future of the secondary ｂａｔｔｅｒｉｅｓ. Also we analyze the 

essential strength of TOYO SYSTEM Co, Ltd., who has contributed to the industry through the battery 

measurement system and the safety evaluation technologies since early stage of Lithium Ion Battery 

development. 
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1. 二次電池の技術革新 

 

電池には、2 種類ある。一つは電池を使い容量

が無くなると使えなくなる、一次電池である。も

う一つは電池を使い容量が無くなっても充電する

ことにより繰り返し使える、二次電池である。1964

年に三洋電機が初めて電動髭剃りに二次電池（ニ

カド電池）を搭載し、携帯機器の使用における二

次電池の省エネルギー性と利便性を市場に問うた。

その後 1985 年に NTT がショルダー電話に二次電

池（ニカド電池）を搭載し販売したが、重量は約

3,000gと重く、連続通話時間約 40分、連続待受時

間約 8時間であった（図 1参照）。 

現在のスマートフォン（iPhone5）は重量が 112g、

連続通話時間 8時間、連続待受時間 225時間であ

る。28年間の技術革新で、重量は約 1/30、連続通

話時間は約 8倍、連続待受時間は 30倍以上と劇的

な性能向上が見られた。これは、二次電池技術だ

けではなく、液晶表示装置や半導体等の電子部品

の省電力化も大きく寄与しているが、何よりも二

次電池の高エネルギー化という技術革新が大きな

影響を与えている（図 2参照）。 

ハイブリッド自動車や電気自動車などの低公害

車の分野でも、二次電池とエンジンのエネルギー

を効率良く活用する技術が生まれた。それが 1997

年にトヨタ自動車から誕生したハイブリッド自動

車プリウスである（写真 1参照）。 

自動車は走る、曲がる、止まるが基本性能だが、

図 3 に示すように、トヨタのハイブリッドシステ

ム（THS）は、減速時（ブレーキ時）のエネルギ

ーを二次電池に蓄え、走る時のエネルギーとして

使うことにより燃費効率を大幅に改善し、地球環

境保持に大きく貢献している。しかし、ブレーキ

時にエネルギーを回収する「回生ブレーキ」は、

今までのガソリン車と違い、ブレーキをかけると

急停止する感覚になる。そこに違和感があり、問

題点とされた。 

その後 2003 年に性能改善された二代目プリウ

スが生まれ、ガソリン車と同じ感覚で走れること

に加えて燃費が非常に良いため、爆発的に販売台

数を増やした。リーマンショック後の 2009年に発

売された第三世代プリウスは、図 4に示すように、

更なる性能向上で燃費も改善され、「ハイブリッド

自動車＝プリウス」のブランドを確立した。 

 

 

図 1 携帯機器の心臓 

出所：NTTドコモ歴史展示スクエア HP、appleHPより編集 
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図 2 リチウムイオン電池の体積エネルギー密度推移 

出所：リチウムイオン電池総論 吉野彰 

 

 

写真 1 初代プリウス 

   出所：東洋システム株式会社 

 

 

図 3 トヨタのハイブリッドシステム（THS） 

出所：wikipedia（ハイブリッドカー） 

 

 

図 4 プリウス燃費比較 

出所：wikipedia（トヨタ・プリウス）  

 

本田技研工業も独自のハイブリッドシステム

IMA（Integrated Motor Assist）方式のインサイトを

発売した。IMA 方式とは、エンジンを主要動力源

として使用し、停止時や発進時などエンジン駆動

時に比較的小型の電池とモーターで動力を補助す

るものである。つまり、モーター単体では走行で

きないのである（図 5 参照）。しかし、2013 年に

は新型のハイブリッドシステムを搭載したアコー

ドやフィットを投入し、トヨタ自動車を猛追した。 

電気自動車の分野では 2009年に、三菱自動車が

電気自動車 i-MiEV を市販し（写真 2 参照）、日産

自動車が電気自動車リーフで世界戦略を立ち上げ

た。しかし、売上げ目標を大幅に割り込む状態で

ある。原因は充電の煩わしさと航続距離の短さで

ある。 

各車の満充電での航続距離は、i-MiEV（JC08モ

ード/ Xグレード)が 180km、リーフは 228km（JC08

モード）である。 

 ここで電池の性能が重要になってくる。ハイブ

リッド自動車も電気自動車も心臓部分は二次電池

である。この二次電池が「蓄電容量が大きく、容

積が小さい、そして安全な性能である」という条

件を実現しないとハイブリッド自動車や電気自動

車などの低公害車の普及は難しい。二次電池の技 
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図 5 ホンダのハイブリッドシステム （IMA） 

出所：wikipedia（ハイブリッドカー） 

 

 

写真 2 i-MiEV  

出所：東洋システム株式会社 

 

術革新と共に上述した新しい携帯機器、ハイブリ

ッド自動車や電気自動車などの低公害車に加えて、

宇宙航空産業等の省エネルギー化が進んできた。

二次電池の性能向上に対する社会の要請はさらに

高まっている。 

動力源としての二次電池は、当初、ニッケル・

カドミウム電池が主流であったが、有害性を有す

ると指摘されるカドミウムを使用していることか

ら、多くの国で輸出入が禁止とされた。そして、

それに代わるものとして、1990年に松下電池工業

や三洋電機が、環境に優しいニッケル水素電池を

開発量産し、携帯機器の利便性向上に貢献した。

原価が安く、高性能で安全なニッケル水素電池は

現在、ハイブリッド自動車でも使用されている（表

1参照）。  

昨今ではニッケル水素電池の 3倍の電圧を持ち、

重量が軽いリチウムイオン電池が携帯機器に搭載

され、飛躍的に使用時間を延ばし、人々の生活環 

境を変えている。高容量で容積の小さいリチウム

イオン電池は、ハイブリッド自動車や電気自動車

にも搭載され、航空機や宇宙開発にも採用されて

いる。 

この様に二次電池の技術革新は人間の生活環境

に劇的な変革をもたらした。そしてそれは、素晴

らしいメイドインジャパンの技術であり商品なの

である。 

二次電池を利用した様々な商品や構想が世界中

で進んでいる。現在では、豊田市、横浜市などで、

最新の電力技術と IT技術を駆使して効率良く電気

を供給するスマートグリット構想の実証実験が行

われている。これにより電力の有効活用ができ、

また停電対策にもなる。こういった再生可能エネ

ルギーの有効活用には蓄電技術が必須条件である。

そのため、多くの研究者によって更に高性能、高

効率、省スペースで安全な二次電池開発が進めら

れている。 

二次電池は今後も携帯機器、ハイブリッド自動

車や電気自動車などの低公害車、宇宙航空産業、

再生可能エネルギー産業、ロボット産業など多く

の分野において、未来の快適な人間生活と地球環

境保護にとって最重要なキーデバイスとして位置

づけられている。図 6 に示す通り、二次電池産業

の世界市場は 2020年に 6.5兆円が見込まれている。 

そして、電池産業は今でも世界各国の中で日本が

先行している分野である。今後とも電池産業を日

本全体で推進していくことが、国益としても、雇

用の維持発展のためにも必要である。 

 

2. 二次電池の評価計測技術 

 

二次電池への要求には多くの要素がある。端的

にいうと、誰が何処で使っても使用時間が長く軽

く小さいことである。寿命が長く何年も使えて、

なおかつ安全で充電時間が短いというのが使う人

の希望である。 

携帯電話は沖縄のような暑い所でも使うし、真 

冬の北海道など極寒の地域でも使う。毎日メール
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表１ 電池の種類 

出所：電池工業会 HP、図解 電池のはなしを参考に東洋システム株式会社作成 

 

 

図 6 蓄電池産業の世界市場見通し 

出所：日本政策投資銀行 

 

や通話を沢山する人もいれば、使用頻度が少ない

人もいる。１億人いれば１億通りの使い方がある。

その全ての使用者が満足するような性能を確立さ 

せるために、新しい電池を開発するとともに評価

しなければならない。 

これがハイブリッド自動車や電気自動車の電池

となれば、評価項目も更に増え、振動、衝撃、保

存（一定期間放置すること）などに関する大量の

データを計測、分析して性能を改善しなければ、

社会の要求に応えることが出来ない。大変な労力

を要する仕事だが、正しい評価分析をして製品に

反映することの繰り返しが商品力を増大させる。 

二次電池の利便性を社会が要求した結果、多く

のリチウムイオン電池が携帯機器や環境自動車、

宇宙航空産業に採用され、市場で活躍している。

しかし写真 3のように、安全性に疑問を持たれて

も仕方のない事故が発生し始めている。記憶に新

しいのはボーイング 787型機のバッテリー事故だ

ろう。これは、搭載されているバッテリーが何ら

かの原因で加熱したための事故である。 

安全性を無視すればもっと高性能（高容量・長寿

命など）の電池を作ることが可能であるかもしれ

ないが、このように電池が高発熱や発火、爆発な

どの危険性を持っていることを無視することはで

きない（図 7参照）。 

この問題に経済産業省や電池工業会も対策を進 

電池の種類 特徴 使用製品 

ニカド電池 

（ニッケル・カドミウム） 

・充電回数 500回前後 

・優れた大電流特性（負荷特性） 

・頑丈（過放電、長期間放置しても性能低下が少ない） 

・電圧は乾電池とほぼ同じ約 1.2Ｖ 

電気シェーバー 

コードレス電話 

電動工具 

非常照明 

など 

ニッケル水素電池 ・電圧は約 1.2V 

・充電回数 500回前後 

・満充電から空になるまで高出力をキープ 

・自己放電が大きい 

・継ぎ足し充電による放電容量の低下 

ハイブリッド自動車 

デジタルカメラ 

電動工具 

など 

リチウムイオン電池 ・電圧は約 3.7Vという高い放電電圧 

・充電回数 500回以上 

・軽量 

・自己放電による容量低下が少ない 

・継ぎ足し充電による 

放電容量の低下（メモリー効果）が無い 

・過充電、過放電による発火、爆発の危険性 

携帯電話 

ノートパソコン 

航空機 

ロボット 

電気自動車 

ハイブリッド自動車  

など 
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写真 3 リチウムイオン電池の事故例 

出所：米国エネルギー省 HP 

 

 

図 7 安全性能の重要性 

        出所：東洋システム株式会社 

め始めている。携帯機器では、日本の安全規格を

取得したリチウムイオン電池の事故は皆無だが、 

海外のコスト優先のリチウムイオン電池では相変

わらず事故が多発している。日本の安全規格の国

際標準化こそが、使用者の安全確保と利益につな

がると考えられるが、国ごとの利害が分かれてい

るために国際標準化が大幅に遅れているのが現状

である。 

ハイブリッド自動車や電気自動車などの低公害

車等でも日本規格の試験に合格したリチウムイオ

ン電池は安全だが、海外では発火による火災事故

も発生しているとの記事を見かける。大きなエネ

ルギーを持つリチウムイオン電池は、熱暴走によ

る発火や爆発の恐れがあるため、安全性の評価が

今後ますます重要となる。 

昨今、二次電池の必要性が高まり急速に生産数

が増加しているが、地球環境保護を考えると今後

はリユースとリサイクルが必須条件となってくる。

ニッケル水素電池はリサイクルが確立され環境負

荷が低く素晴らしい二次電池だが、さらに環境負

荷を下げるために各社がリユース市場を模索して

いる。 

リチウムイオン電池も今後市場規模が拡大し、

リユース、リサイクルの必要性が高まる。このた

め多くの研究開発が進んでいる。そしてリユース

で特に必要とされるのが、リチウムイオン電池の

劣化診断技術で、現在その確立が急務とされてお

り、多くの研究ある。で劣化診断技術の開発を加

速している。 

電池においては寿命劣化により変化するパラメ

ータが存在する。そのパラメータの変化量を測定

することにより、電池の劣化状態を判断する。た

だし、パラメータは、環境温度、SOC（State Of 

Charge）などの使用環境によっても変化する。東

洋システムの技術では、各条件でのパラメータを

データベース技術でマトリックス化することによ

り精度の向上をはかっている。 

こうした蓄積をもとに東洋システムでは日本と米

国で特許を取得している（日本：特開 2004-361253 

米国：YS 10/721464）。今後、欧米、中国、韓国
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などの市場性を考慮し、さらに展開する予定であ

る。そして、蓄積した技術を組み込んだ計測器を

世界に提供することによって、評価技術の世界標

準化を進めている。また、蓄積したノウハウを各

種機器に幅広く組み込んで世界に提供することに

よって、診断技術の世界標準化を目指している（図

8参照）。 

 

 

図 8 劣化診断技術の展開 

  出所：東洋システム株式会社 

 

3. 東洋システムの強み 

 

 東洋システムは 1989年 11月に設立され、まも

なく創立 25周年を迎える。起業の動機は、筆者が

小学 5年生の時に父親にねだり、学習研究社の組

み立て式ラジオを買って貰ったことから始まる。 

一石ダイオードラジオの電源を入れると北京放

送が、そしてモスクワ放送が日本語で話しかけて

いた。九州朝日放送が聞こえた。筆者は、この電

子技術に感激して電気技術者を目指し始めた。直

ぐにアマチュア無線技士の免許を取得し、トラン

シーバーを購入した。手のひらに入る無線機で遠

方の地域と無線交信出来たのに驚いた。 

電子技術者になってからは暫くアマチュア無線

も忘れて仕事に没頭していた。そうした 1985年、

NTTからショルダー電話が発売されたが、この時、 

“これはおかしい、変だ”と直感的に感じ、NTT

境界領域研究所の研究員に聞いた。半導体と電池

の性能が問題で、それが解決できれば大幅に小型

化できるとの回答だった。直ぐに古河電池の研究

員を訪問して聞いたところ、二次電池は生もの、

生き物だから24時間365日休むこと無く自動で評

価データを取得できる計測器が出来れば、開発時

間が短縮され、飛躍的に性能が上がるとの回答で

あった。 

当時在籍していた会社の上司にこの計測器の開

発を嘆願したが許可が出ず、それならば自分で起

業するしかないと考えた。起業した当初から電池

の性能向上こそが社会を豊かにすると確信し、電

池評価計測装置を次々に開発製造して 24 年が経

過した。 

東洋システムは、電池評価装置を主力製品とし

ているが、実験用電池の試作装置も販売している。

これは、良い電池をつくるためにはより良い材料

が必要であり、二次電池の材料開発のために使用

される。 

ある時、電池メーカーに材料を供給する材料メ

ーカーの技術者が、電池メーカーに材料を販売す

るための電池試作装置の開発に苦労していると聞

いた。本来は、電池メーカーが電池を試作して材

料を評価するのだが、それが出来ないために材料

メーカーが電池を試作しようとしたのである。 

そこで、彼らの要望に応えて電池試作装置を開

発した。これにより材料メーカーの開発技術も向

上し、材料メーカーの東洋システムへの発注が増

えた。そして、この技術は電池メーカーの開発技

術者の要望に答えた装置の提供にも有効に機能し、

電池メーカーからの受注も増え、電池を使う機器

メーカーからの受注も同時に増えていった。 

この様に電池に関連する川上から川下までの顧

客の要望に応えた装置を提供することにより、今

や東洋システムは電池に関連するあらゆる分野の

顧客を網羅している。これは、東洋システムが常

に顧客の要望に応えることを最大の責務とし、図

9 に示す 4 項目を基本コンセプトとして歩んでき

た結果である。  

東洋システムの社是は「エネルギー産業におけ

る技術開発で世界に貢献する」である。そして、

常に顧客の要望、要求に如何に応えるかを考え、

提案して実現している。この様な考えから電池に

関連する全ての企業や研究者の要求を実現してき
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たが、二次電池に求められる性能や商品が時代と

ともに小型携帯機器から環境自動車メーカー、産

業機器メーカー、住宅メーカーが必要とするもの

へと変化し始めている。   

その結果、必要とされる商品や性能が各業界で

当然異なるがゆえに試験項目が増大して多岐にわ

たることとなり、評価技術及び評価装置の開発も

困難を極めた。しかし、着実に一つ一つ要求事項

を実現し、世界で唯一の事業体系、すなわち図 10

に示すようなバッテリーマトリックスを 20 年か

けて構築した。解り易いイ例えで言うと子供用の

三輪車から大型トレーラーに使用される部品や商

品を全て自社技術で生産できる会社であることと

同じである。 

電池業界が急激に発展すると当然、大手計測器

メーカーも参入して人、物、金をふんだんに投入

して業界シェアを取りにくる。しかしバッテリー

マトリックスの壁は簡単に破ることは出来ない。 

大手企業を早期退職した優秀な技術者を雇い、図

11 に示すような特許の取得や知財戦略も既に確

立しており、簡単には倒すことが出来ない中小企

業が東洋システムである。 

高性能な二次電池の開発は、携帯機器の技術革

新やハイブリッド自動車等の低公害車の普及拡大

を起こし、人々の生活の利便性の向上と地球環境

の保護に大きく寄与した。しかし高性能二次電池

は電気の分野と化学の分野が多岐にわたって複合

した分野である。そして何よりも、大きなエネル

ギーを小さな容器に詰め込み、充放電を多くの回

数繰り返す過酷な条件を満たさなければならない

分野である。それでいて、長寿命を達成しなけれ

ば商品として利用出来ないため、研究開発から実

用化に膨大な時間と技術者が必要とされる。 

1970 年代は電動髭剃りやラジカセ等が商品化

されているとはいえ、携帯機器の種類が少なかっ

た。いずれにおいてもマンガン一次電池が主流で、

電池の電力を使い果たすと廃棄して新品を購入し

ていた。高級品には充電可能なニカド電池が搭載

されていたが、極少数であった。1980年代中盤か

らショルダーフォン等の大型携帯電話が登場した。 

 

図 9 東洋システムの強み  

  出所：東洋システム株式会社 

 

 

図 10 バッテリーマトリックス 

出所：東洋システム株式会社 

 

 

図 11 特許の取得  

出所：東洋システム株式会社 

 

二カド電池を使用していたが、使用時間が限られ

ていた。そこで、通信機器メーカーは社会のニー

ズからより軽く、小さく、長持ちする電池を切望

していた。 
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しかし、当時の電池業界では、一定電流での放

電限界時間を容量として評価をしており、通信機

器の使用条件での評価は行われていなかった。そ

のため、図 12と図 13に示すように、カタログ値

の持続時間と実際にユーザーが使用している端末

での持続時間に大きなズレが生じ、ユーザーから

クレームが相次いだ。 

このズレを解決したのが、東洋システムが通信

機器メーカーからの要望に対応して開発した写真

4の TOSCAT-5200である。従来の一定電流での放

電限界時間を容量とする計測方法を変更すること

とし、通信機器に実際に流れるパルス電流値を基

本にシミュレーションして二次電池を評価するこ

とに世界で初めて成功した。 

TOSCAT-5200による二次電池評価で、実使用に

近い状況での二次電池の性能が明白となり、各通

信機に適合した電池開発の指針が明確になった。

しかし TOSCAT-5200は高価で電池メーカーが大

量に購入するには問題があり、TOSCAT-5200で評

価したデータを元に安価で評価出来る評価装置が

切望された。 

東洋システムは電池メーカーと情報機器メーカー

の両社との取引があったため、この強みを生かし

てこの問題の解決に取り組んだ。すなわちパルス

放電で近似値を出せる評価法として、通信機器の

内部電子部品である DC/DCコンバーターの入力

が常に電圧と電流が一定になる定電力動作である

ことに着目し、リチウム二次電池評価試験装置

TOSCAT-3000に定電力放電機能を世界で初めて

搭載し、安価な価格で電池メーカーに供給した。

ハイブリッド自動車や電気自動車などの低公害車

も、道路状態や気象変化、運転者の違いによって

全く違うパルス負荷が二次電池にかかる。燃費性

能向上などのためにも、より高性能な二次電池が

必要である。したがって二次電池に流す電流を実

際の走行シミュレーション状態で評価することが

今後ますます必須となる。東洋システムは 1995

年に自動車メーカーに、ニッケル水素電池充放電

シミュレーターの TOSCAT-4000を開発し、供給

した（写真 5参照）。 

 

図 12 TOSCAT-5200での試験結果 

出所：東洋システム株式会社 

 

 

図 13 パルス放電試験値 

（電話機通話中の電池の放電パターン） 

出所：リチウムイオン二次電池-材料と応用- 

 

 

写真 4 TOSCAT-5200 

TOYO SYSTEM CO.,LTD 
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その後、一般社団法人次世代自動車振興センタ

ーHPによれば、ニッケル水素電池搭載のハイブリ

ッド自動車は 2011年には 2,029,009台が販売され

ている。また、トヨタ自動車 HPによればプリウ

スだけでも 2013年までの総生産台数は 3,228,000

台の大ヒットとなった。東洋システムは 2000年に

はリチウムイオン電池搭載の電気自動車やハイブ

リッド自動車向けにTOSCAT-3200を市場投入し、

自動車搭載用リチウムイオン電池の性能向上に寄

与している。 

2013 年現在でハイブリッド自動車用の二次電

池開発用シミュレーターに関する東洋システムの

市場シェアは 65％程度（当社予測）、安全性試験

装置は 85％程度（当社予測）、電池材料開発用充

放電試験装置は 60％程度（当社予測）となってお

り、強いビジネスモデルの構築に成功している。 

何故成功したかだが、逆境を乗り越えつつ、時

代と共に二次電池に求められる性能や商品を小型

携帯機器メーカーが必要とするものから自動車メ

ーカー、産業機器メーカー、住宅メーカーが必要

とするものへと変化させてきたことが大きな成功

要因であった。 

ただ、ここにたどり着くまでの間、常に右肩上

がりであったわけではない。大手ライバル会社と

の厳しい競争があった。その厳しい状況の中で電

池市場の急速な変化に追従しつつ、24年間で製品

価格は約 1/5、製品性能は約 10倍（自社製品比較）

にするとともに（図 14参照）、電池関連業界の上

流から下流までの全ての顧客に対応するバッテリ

ーマトリックスを構築してきた。これこそが東洋

システムの大きな強みだと確信している。 

 

 

写真 5 TOSCAT-4000  

          出所：東洋システム株式会社 

  

 

図 14 弊社製品の性能と価格の推移 

出所：東洋システム株式会社 

 

4. 経営理念の特徴と具体的展開 

 

企業の存続と発展にはブレない経営理念が必要

不可欠である。東洋システムの社是には「エネル

ギー産業における技術開発で世界に貢献する」を

経営理念として掲げている。この理念を継続的に

守り、発展するために 4つの経営方針がある。 

第一に「和進」である。この言葉は創業当時に

私が作った造語である。聖徳太子の言葉で「和を

以て貴しとなす」と言う言葉があるが、日本人の

文化風土を大切にし、和の精神で皆と前進するこ

とを意味している。 

第二に「ハイブリッド経営」である。この意義

は、日本人は元来村社会で構成され群れる文化を

持っている。しかし、誤ったグローバル思考によ

り、1990年代には企業経営が実力主義一辺倒に傾

き、弱者を切り捨てて来た。 

しかし、この考えは有能な若者達の企業への帰

属意識を損なう結果を招いた。この帰属意識を損

なうことで、企業内で習得した技術や知財が簡単

に他国に流出した事象は数多くある。ハイブリッ

ド経営は評価基準を日本型の終身雇用制度 50％

と欧米型実力主義 50％として新しい雇用体系を

経営に盛り込む考え方である。 

第三に「三分の一利益還元の原則」である。利

益の三分の一は従業員に還元するとの約束で、給

与や福利厚生など様々な形で還元している。その
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一つが全額会社負担での従業員家族旅行である。

総勢 300名以上の社員と社員家族が旅行をし、親

睦を図っている。三分の一は顧客が欲しい時に欲

しい商品を即座に供給できるように研究開発費に

充当し、常に他社に先駆けて新しい商品を供給し

ている。残り三分の一は会社経営が危機に落ちた

時に社員の雇用を守る為の預金である。 

第四に「人財」である。社員は人材（材料）で

は無く人財（財産）である。各社員が社会人とし

て企業人として責任と義務を果たしつつ希望と自

由を望む考え方を持つことによって、社会から必

要とされる人財に成長することを意味する。東洋

システムでは、人財を育成し保有するために、「企

業は人成り」、「ものづくりは人作り」の考えを基

に、それらをさらに具体化した 4項目を掲げてい

る。 

1）情報収集発信能力を向上させ、顧客と市場の真

実の情報を収集し、開発に発信する能力の育成。 

2）電池業界の幅広い能力を保有しながら専門的ノ

ウハウを深く保有するＴ字形能力の育成。 

3）ハイブリッド経営、和進、三分の一利益還元の

原則、人財の考えを堅持した強い愛社精神の育

成。 

4）「給与は顧客から頂く」との考えを徹底させ電

池業界の発展を常に考え業界に帰属する意識の育

成。 

このように社是と 4つの経営方針をもとに 4つ

の項目を共通認識とする人財を育成し技術の高度

化を図ることにより 2014年に創立 25年を迎えた

（図 15参照）。 

また、東洋システムの社会的な責任を明らかに

した 3つのキーワードがある。これにより、2011

年3月11日の東日本大震災時でも責任をしっかり

果たすことができた。 

第一は「社員と社員家族を守る」である。東洋

システムでは、社員と社員家族を守る「日本型の

家族経営」を大事にしている。社員や社員の家族

は自分の家族と同じである。 

そのため、強毒性インフルエンザ対策として各

家庭の家族分の医療用マスク、非常用食品、非常 

 

図 15 人財の保有  

出所：東洋システム株式会社 

 

用水などを支給している。2011 年 3 月 11 日に発

災した東日本大震災では、3月 12日深夜に福島第

一原子力発電所から 250km圏外に退避指示を出し、

避難時の生活費等を全額支給した。この時にすで

に支給していた強毒性インフルエンザ対策用の医

療用マスクや非常用食品、非常用水などが大変役

に立ち、社員と社員家族、協力会社を被爆から守

ることができた。 

日本型家族経営は海外でも見直されている。そ

の例として、「ミネベアの奇跡」と言われている以

下の出来事が語られている。世界的なベアリング

メーカー「ミネベア」（本社：長野県）のタイ事業

所は、2011 年 11 月タイの大洪水で被災した。そ

の時、率先して作業を志望したのはタイ人の若い

女性である。そして「ここは自分たちの会社だ」

と感じていた全従業員が「工場防衛戦」に参加し

工場を救った。これは、ミネベアの社長が常日頃

から社員に対し、家族のように大事に接してきた

証拠である。現在、欧米化している日本企業は、

もう一度 「日本型家族経営」 の美点を見直す時

である。 

第二に「顧客への供給責任」である。東洋シス

テムはハイブリッド自動車や電気自動車などの低

公害車や IT機器のキーデバイスである二次電池の

開発用試験装置や品質管理用試験装置を供給して

いる。震災時の 2011年 3月は顧客の年度末締めで

あり、供給が遅れると多大な迷惑をかけることに

なりかねない。供給責任を果たすため、トヨタ自
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動車向けの工場で他社向け商品の生産が出来ない

か、トヨタ自動車に確認した。トヨタ自動車から

快諾を得て、発災後、社員の努力で 2011年 3月末

に約 85％の出荷を完了した。4 月末で 100％の出

荷を完了できた。その後も危機管理として本社工

場と同等の生産規模を有する工場を、神奈川県相

模原市に準備し現在も保有している。 

本来であれば、別会社向けの製品の製造などは

拒否されるはずであるが、危機的状況下において

東洋システム始めとする関わりのある全ての企業

を守るべく、寛大な決断と配慮をしてくれたトヨ

タ自動車に感謝するとともに、避難しているにも

拘わらず自ら進んで作業に駆けつけてくれた多く

の社員の行動に、改めて日本型家族経営の素晴ら

しさを身に染みて感じた。 

第三に「社会貢献」である。「企業は社会の公器」

との考えから、東日本大震災以降、社会が必要と

している貢献を社員の同意の上、継続的に進めて

いる。 

地域社会の為に、震災で車両が不足しているこ

とから消防署へポンプ車を寄贈、各地区の交通安

全協会と防犯協会へハイブリッドカーを寄贈した。

東京大学先端科学技術研究センター教授である

児玉龍彦教授を講師に招き、放射能についての講

演も開催した。 

また、日本の将来を担う子供たちに夢や希望を

与えるため、県内の工業系に進む学生らを招待し、 

世界最高峰の技術によって創られたスーパースポ

ーツカーLEXUS LFAの技術を体験するLFA試乗体

験イベントや社員の家族向けに両親の仕事をする

姿を見てもらう家族参観日を毎年開催している。

いわき復興祭へ参加した際には、子どもたちに喜

んでもらうため HONDA の二足歩行ロボット

ASIMOを用意した。 

これからの子どもたちがどう育っていくかは、

我々大人たちがどう伝えて、何を後世に繋げてい

こうとするのかが重要ではないかと思う。東洋シ

ステムは今後も単に利益を生むだけでなく、未来

を担う子供達に夢を与えられるような会社であり

続けたいと考えている。 

5. おわりに 

 

1989 年バブル崩壊の時期に会社を設立して以

降、いわゆる失われた 20年の間に東洋システムは

資本金 1000万円から 1億円へ、売上 8000万円か

ら 46億円へと成長してきた。 

これは、社会環境や技術環境に素早く適合しな

がら、経営理念や経営方針をブレずに守り通した

結果である。これから先 10年後も 100年後も、東

洋システムは経営理念や経営方針をブレずに守り

ながら、社会環境や技術環境の変化を俊敏に感じ

とり、常に変化しながら成長して行くことを目指

している。 
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